
  

 

民事信託に関する情報共有

民事信託に関する法務・税務の最新の

情報を会員の皆様が共有できるようにニ

ューズレターの号外を適宜に発行するこ

とにいたしました。この情報は主として

民事信託に関するものですが、民事信託

に影響がある相続、資産承継関係のもの

も含みます。 

信託関係の法令等の動向  

内閣府： 

 昨年 12 月に「公益信託認可等に関

する運用について（公益信託認可等

ガイドライン）」を制定し、新年に

入りその説明会を全国で開催中であ

る。東京の説明会は３月 12 日の予

定であり、現在申込受付中。 

法務省： 

 １月 20 日開催の法制審議会民法

（遺言関係）部会にて、「民法等

（遺言関係）の改正に関する要綱案」

が決定された。 

 １月 27 日開催の法制審議会民法

（成年後見等関係）部会にて、「民

法等（成年後見関係）の改正に関す

る要綱案」が決定された。 

 2月 12日日弁連は民法等（成年後見

等関係）の改正に関する要綱に対す

る会長声明を出した。 

 所有不動産記録証明制度が２月２日

に施行された。令和６年４月１日か

らの相続登記の義務化に伴い、相続

人において被相続人名義の不動産を

把握しやすくすることで、相続登記

の申請に当たっての当事者の手続的

負担を軽減するとともに登記漏れを

防止する観点から、登記官が特定の

被相続人が所有権の登記名義人とし

て記録されている不動産について一

覧的にリスト化して証明書として交

付する。  

 

民事信託関係の専門誌の記事 

別紙のとおり 

専門研修のテーマについて 

当機構としてはこのような信託関係の法

令等の動向や専門誌の記事を参考にして

適宜専門研修のテーマを選定してまいり

ます。会員の皆様からのテーマに関する

リクエストをお待ちしています。 

（民事信託活用支援機構 理事長 高橋

倫彦） 
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民事信託の活用が広がるための環境づくり 
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専門誌名 

最近号 記事名 

信託協会  

会報「信託」 

通 巻

303 号

2025年

季刊第

Ⅲ号 

「国境を越える法秩序」概念から学ぶ信託法と信認法の発展 

三菱 UFJ信託銀行友松 義信… 

日本加除出版 

「信託フォー

ラム」 

2025年

10月号 

対談日本の信託が歩んだ軌跡と今後の展望（ 三井住友信託銀

行名誉顧問高橋 温× 中央大学研究開発機構教授新井 誠） 

特集１：終活と信託 

終活をめぐる信託と遺言・死因贈与・死後事務委任との比較（弁

護士杉山苑子） 

配偶者の居住の確保─ 配偶者居住権と信託の使い分け（弁護

士田中康敦・中村拓馬） 

終活における生命保険と信託の活用（司法書士・CFP®都筑崇博） 

祭祀承継、葬祭と信託制度（愛知学院大学教授田中淳子） 

家族信託への招待 第 24 回相談室 受益者連続一日延長信

託、相続ではないと不動産取得税課税の動き─都道府県税事務

所、地方税に着手─（弁護士遠藤英嗣） 

野村資産承継

研 究 所 監 修 

「資産承継」 

2026年

2月号 

実務講座家族信託と相続第 7-2款  

家族信託は本当に認知症対策になるのか。弁護士遠藤英嗣 

民事信託研究

会「市民と法」 

2025年

12月号 

民法改正（遺言関係）等の改正に関する中間試案を読む。司法

書士新倉由大 

家族信託普及

協会 

「家族信託実

務ガイド」 

2026年

1月号 

米国の相続税の負担に関する判例 

代表理事高橋倫彦 

有斐閣「ジュ

リスト」 

2025年

12月号 

商事判例研究：裁量信託における受託者の裁量と信託帳簿等謄

写請求の対象（熊代 拓馬） 
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